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区民活動推進部 施策５１１ 
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３ ＮＰＯ等の市民活動支援事業（施策５１１） 

～ 内部評価結果 ～ 
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３ ＮＰＯ等の市民活動支援事業（施策５１１） 

～ 外部評価結果 ～ 

（１）委員会意見 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内部評価の各項目についての個別意見 

  ① 評価上の要改善点 

○ 現在指標となっているＮＰＯ法人認証数については、実際に活動している

ＮＰＯ法人の増加の指標でなければ意味がない。「実際に区と協働するＮＰ

Ｏ法人の数」、又は、ＮＰＯ法人の減も考慮した「ＮＰＯ法人の純増加数」

にしたほうが良い。他の自治体との比較や、「町会・自治会」「企業」「ボラ

ンティア」に関する指標を設定できればなお良い。 

○ これまで区が実施していた直営事業をＮＰＯ法人が行うことによって“経

費がこれだけ削減された”というような指標も必要ではないか。 

○ 経済学においては事業成果を金額で表すが、ＮＰＯ法人の成果を金額で表

すことは大変難しい。そのため、成果指標の開発については、長期的に取り

組んでほしい。 

 

② 事業改善の方向性 

◆ 必要性・有効性に関する意見 

   ○ 地域社会に係わりが深いＮＰＯ法人の活動が今後も増えていくことが予

想され、期待されるところであるが、ＮＰＯ法人は設立より組織の管理運営

の方が大変である。また、ＮＰＯ法人の多くに、経営面に甘い部分があるた

め、その部分を支援するだけでもモチベーションが維持されるはずである。 

○ ＮＰＯ法人の支援は難しい面がある。多くのＮＰＯ法人が助成金を獲得し

て活動しているが、その上、区が補助を行うのは、運営継続の点において大

丈夫なのかという問題がある。 

 

今後、ＮＰＯ法人が相互に協力体制を組み地域貢献活動がさらに盛んに行われ

ることが期待されるため、今しばらく支援事業を継続する必要がある。また、設

立支援だけでなく、設立後の組織運営への支援や、区民活動支援事業の中核組織

としてのすみだＮＰＯ協議会の育成が重要な課題である。なお、支援の方向性と

しては、直接支援からすみだＮＰＯ協議会を介した間接支援へシフトしていくこ

とも重要である。 

成果指標においては、事業の目的や今後の具体的な支援策に連動した指標を設

定することが望ましい。また、今年度の外部評価対象事業となった「協治（ガバ

ナンス）の人づくり事業」と目的が重複している部分もあるため、事業統合につ

いての検討も必要である。 
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◆ 効率性・協働に関する意見 

   ○ すみだＮＰＯ協議会に本事業を移行し、効率的、効果的な支援を行うこと

も必要ではないか。 
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４ 地域担当員制度（施策５１１） 

～ 内部評価結果 ～ 
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４ 地域担当員制度（施策５１１） 

～ 外部評価結果 ～ 

（１）委員会意見 

     

 

 

 

 

 

 

 （２）内部評価の各項目についての個別意見 

  ① 評価上の要改善点 

   ○ 指標と実績値については、区民との相互理解が深まったことを裏付ける定

量的、あるいは定性的な指標が必要である。また、地域担当員の役割を明記

するとともに、コミュニティ懇談会への参加によって、どのような意見を受

け、区政に反映したのかという点を把握し、評価することも重要である。 

 

② 事業改善の方向性 

◆ 必要性・有効性に関する意見 

   ○ 良い制度ではあるが、本制度の区民への周知が不足しているようである。

制度についてもう少し区民にアピールして親しみが持てるようにしてほし

い。 

○ 地域担当員が地域に出向いた際に、地域の課題を現場で見つけ出し、迅速

に改善するよう努力すべきである。なお、町会役員の立場からは、勉強のた

めに、区から事前に地域の課題についての資料を配布してもらえるとありが

たい。 

○ 地域担当員の窓口となっている町会・自治会の役員の人は一般的に年齢層

が高いので、若手の町会員やＮＰＯ法人等に携わっている人、さらには町

会・自治会に未加入の一般区民等幅広い層の意見を区政に取り入れる工夫、

努力が必要である。また、そのことによって、区民は地域担当員を通じて区

政に関心を持ち、参加していく機会が増えると思われる。 

○ 区職員と町会・自治会のコミュニケーションを、他の事業（協治の仕組み

づくり、地域プラザ整備等）に活かせられるよう、庁内のタテヨコの情報伝

達が必要である。また、町会・自治会と地域住民との繋がりに地域差がある

ので、町会・自治会活動の地域住民への周知や、仕事を退職した方に対する

町会・自治会への入会促進など、情報の受発信面において区の支援の検討も

必要である。 

 

地域担当員が地域に出向き、町会・自治会の役員等と意見交換することで、区

と区民との相互理解を深めることができる良い制度であるが、事業の成果が指標

と実績値からは理解しづらい。 

また、Ｂ評価となっている事業の有効性、効率性に対する理由・根拠が明確に

記述されていない。 
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◆ 効率性・協働に関する意見 

   ○ 町会・自治会への連絡方法として電話、郵便、ファクスなどがあるが、イ

ンターネット等の通信技術が普及している現在、ファックスの設置は最少に

してパソコンの設置を進め「いっしょにネット」などを活用してはどうか。

携帯メールへの配信なども有効である。その際には、情報機器の扱いが苦手

な高齢者に関する課題を解消する必要があるが、講習会などを開催すれば、

世代を超えた交流を促進する機会にもなる。 
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区民活動推進部 施策５１２ 
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５ 伊豆高原荘の運営（施策５１２） 

～ 内部評価結果 ～ 
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５ 伊豆高原荘の運営（施策５１２） 

～ 外部評価結果 ～ 

（１）委員会意見 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内部評価の各項目についての個別意見 

  ① 評価上の要改善点 

   ○ 区民の利用数や利用者の満足度あるいは要望を知るためのアンケートを

行い、その結果を指標として、事務事業評価の際に活用する必要がある。 

また、公共宿泊施設の性格上、リピート率を取っていないのは疑問である。 

目標に示されている「区民をはじめ多くの利用者」の状況把握のためにも、

リピート率の把握は必要である。 

○ 本事業の目標において「保養所の稼働率」に言及している以上、それを説

明する「指標」を明記すべきである。 

 

② 事業改善の方向性 

◆ 必要性・有効性に関する意見 

   ○ 施設の利用者数も増加傾向にあり、また、高齢社会において低料金で利用

でき気軽に気分転換できる比較的近場の保養施設として認知されているこ

とから、長引く景気の低迷やさらなる高齢化の進展により、今後ますます施

設の必要性は増すと思われる。 

○ 区の事業として継続していくためには、民間施設にない価値が必要であり、

現状の施設にその魅力は感じられないため、一層の魅力づくりが必要である。 

○ 今後、修繕費用の増大が見込まれるため、長期修繕計画等を検討し良質低

廉な保養所をどのように維持し、確保していくかについての検討が必要であ

る。また、施設のあり方を検討していく際には、赤字の限度額や利用者数の

下限など、事業を撤退する際の基準や撤退時のコスト（金額を最小限に抑え

る試算）も事前に明確にしておくことが望ましい。 

 

施設の利用者数が増加傾向にあり、多くの人々に認知されている施設である

が、実績をあらわす指標は、区外も含めた利用者の合計数ではなく、区内在住在

勤在学の利用者数やアンケート調査の実施による区民の満足度を用いたほうが

良い。 

また、施設開設後３０年以上を経過し、老朽化による多額の維持補修費が今後

必要となることが見込まれるため、区民の利用ニーズに的確に対応しているの

か、現在の業務委託費に十分見合う効果（区民の保養と健康増進）が得られてい

るのかなどを検証し、今後は施設のあり方を検討していく必要がある。 
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○ 低所得者の宿泊費を割引することは区でしかできないこともあり、区から

9 千万円の委託料が支出されているが、安く宿泊することのできる他の公共

の宿が本施設近辺にもあるため、本施設の運営は疑問である。代替のサービ

スとして、低所得者や高齢者を対象に、区が指定する一般の宿泊施設に泊ま

った際に宿泊料の一部（ただし、上限設定が必要である。）を償還するサー

ビスなどを考えてはどうか。 

 

◆ 効率性・協働に関する意見 

   ○ 本事業の目標である「健康増進」の健康の概念を精神面にまで拡大すれば、

本事業の趣旨は理解できるが、施設維持のコストと、一般施設を利用した場

合に補助金を交付するような仕組みとを比較した費用対効果の検討が必要

かもしれない。 

○ トリフォニーホール管理運営と同様に、施設運営事業に関しては、当初建

設費の減価償却費と運営経費の合計に対して、どの程度の利用者負担を求め

るかの水準について、区の中で議論した方が良い。 
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